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【請願趣旨】

　菅内閣は、全品目の関税を撤廃する「環太平洋戦略的経済連携協定」

（ＴＰＰ）への参加に向けた協議開始を決定しました。

　ＴＰＰは、「例外品目を認めず、全品目の関税を撤廃する」協定であり

ます。ＴＰＰへの参加による日本農業への影響について、農水省が発表し

た試算でも（１０月２７日）、「農産物生産額が年間４兆１千億円減少す

る、供給熱量でみた食料自給率は現在の４０％から１４％に急低下する、

米の生産量は９０％の減、砂糖、小麦はほぼ壊滅する、農業の多面的機能

が失われることによる損失額は３兆７千億円にのぼる、農業関連産業も含

めたＧＤＰは年間７兆９千億円減少する、そのために３４０万人の雇用が

失われる」などとしています。

　また、地域経済への影響として、北海道庁が発表した試算では（１０月

２５日）、北海道経済への損失額が２兆１２５４億円にのぼり、農家戸数

が３万３千戸減少するとしています。米の生産県である滋賀県において、

「米生産量９０％減」は県の農業に壊滅的打撃を与えるものです。

　このように、ＴＰＰへの参加によって例外なしに関税が撤廃されれば、

日本農業と地域経済、国民生活に与える影響は極めて甚大であります。い

ま国民の圧倒的多数が願っている食料自給率の向上とＴＰＰへの参加は絶

対に相容れません。

　いま、求められているのは、食糧をさらに外国に依存する政策と決別

し、世界の深刻な食糧需給に正面から向き合い、４０％程度に過ぎない食

料自給率を向上させる方向に大きく踏み出すべきだと考えます。

　以上の趣旨から下記の事項についての意見書を政府関係機関に提出され

るよう請願いたします。

ＴＰＰの参加に反対する請願

　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に参加しないこと。
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